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提言の 

ポイント 

➢ 核兵器禁止条約を批准・発効させ核兵器の禁止から廃絶への一歩を踏み出すこと。 

➢ 新たな核軍拡に歯止めをかけて核軍縮を進めること。 

➢ 核・軍事関連の資金や投融資を削減し、持続可能な開発に回すこと。 

背景・現状 

２０１７年、被爆者の悲願であった核兵器禁止条約が採択された。広島・長崎をはじめ平和

首長会議加盟の世界の都市やＮＧＯが条約の批准と早期発効を求めている。 

しかし、核５大国やその同盟国の政府は、核兵器に依存する安全保障を脅かすとして条約に

反対している。米国に続きロシアも中距離核戦力(ＩＮＦ)全廃条約を破棄するなど、新たな核軍

拡に踏み出した。米国は、冷戦後、積み重ねてきた核軍縮の約束をも葬り去ろうとしている。 

国際緊張が激化する中、核関連費を含む世界の軍事費は昨年、冷戦後の最高水準に達した。

その額１兆８２２０億ドルは、世界の人道援助に必要な金額のおよそ８０倍にも達する。 

課題・論点 

 被爆者の長年の念願である核兵器廃絶は、地球温暖化防止と並んで、人類の生存、地球環境

の保全・維持に関わる国際政治の重要課題でもある。Ｇ２０は、核兵器禁止条約を早期に発効

させ、核兵器の禁止から廃絶への一歩を踏みだすべきである。 

   新たな核軍拡は、国際緊張を激化させ、世界の平和と安定にとっての重大な脅威である。「平

和なくしては持続可能な開発はあり得ない」(「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」)。

Ｇ２０は緊張緩和を進め、軍事費を削減し持続可能な開発へとまわすべきである。国連事務総

長の「軍縮アジェンダ」を支持し、軍縮に関する対話と交渉の活性化に努めるべきである。 

提 言 

➢ 大阪・関西の市民社会（NGO・NPOなど）に向けて 

 日本が核兵器禁止条約に署名・批准し、核兵器の禁止から廃絶への流れを進め「被爆国とし

ての責任」を果たすよう、日本政府に求めて下さい。 

 軍事や原子力関連の予算を大幅に削減し生活・社会保障関連の予算を増やすよう、日本の政

府や国会に求めてください。 

➢ 大阪・関西の自治体、企業、地域の人々に向けて 

 「非核三原則の法制化」をはじめ、日本の非核化の法的枠組みを作るよう政府と国会に求め

て下さい。 

核兵器関連産業に投・融資している企業はそれをやめて下さい。 

 

➢ 国際社会に向けて 

 いかなる核兵器の使用・威嚇も国際人道法に反することを再確認し、核兵器禁止条約を早期

に発効させ、核兵器の禁止から廃絶への一歩を進めてください。 

核不拡散条約(ＮＰＴ)の第6条の核軍縮義務、ＮＰＴ再検討会議における「核軍縮につながる

核廃絶の明確な約束」を履行し、核軍縮を進めてください。包括的核実験禁止条約(ＣＴＢＴ)

に署名しているが未批准の４カ国は直ちに批准し、ＣＴＢＴの発効を進めて下さい。 

 核開発への援助や武器取引を禁止し、核・軍事関連の費用を大幅に削減し、持続可能な開発

へ回して下さい。 
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